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はじめに 

 

事業承継と後継者育成は表裏一体であり、後継者の育成に取り組まないまま事業承継

を先行させることはできません。帝国データバンクの「全国企業後継者不在率動向調査

（2021年）」において、事業承継計画の策定に着手したものの、後継者不在によって取り

やめたケースが報告されています。 

この背景には、経営者が後継者に対し、経営の仕組み（やり方）をしっかりと伝えて

いないという根本的な問題があるものと予想されます。経営の仕組みは見えるものでは

ありません。つまり、見えない「知的資産」をいかに後継者へ理解してもらうかがカギ

となります。 

 

「知的資産」とは、人材、技術、組織力、顧客とのネットワーク等の目に見えない資

産の総称で、あなたの会社における競争力の源泉となるものです。 

知的資産の洗い出しに取り組み、後継者をはじめとする従業員に開示することで、経

営者と従業員が目に見えない自社の強みや課題を共有することができ、さらには、金融

機関や取引先にも情報開示することで、融資や取引を優位に進めることも可能となりま

す。 

このように、知的資産を有効に組み合わせて活用することで収益につなげる経営手法

を「知的資産経営」と言います。 

 

 では、知的資産経営をどのように進めて行けば良いのでしょうか。このマニュアルで

は、「ローカルベンチマーク」を中心に、「知的資産経営報告書」、「経営デザインシート」

という３つのツールを紹介します。 

 「ローカルベンチマーク」は企業の経営状態の把握を行うツール、「知的資産経営報告

書」は経営者の頭の中にある経営方針や経営戦略を報告書という目にみえる形でドキュ

メント化するツール、「経営デザインシート」は社会や市場へ伝えたい会社の想いを明確

化し、将来に向けて会社が成長するために必要なものを整理するツールであり、何れも

知的資産を重要視しています。 

 

中小企業基盤整備機構発行の「中小企業のための知的資産経営マニュアル」において

「知的資産経営は、特別な強みを持った特別な企業が特別な手法を用いて行うものでは

なく、小規模ゆえに限られた資源しか持たない企業こそ実践すべき経営なのである。」と

記載されているとおり、中小企業が存続するための非常に重要な手法です。 

 

このマニュアルで各ツールの役割と、中小企業が知的資産経営に取り組むことの意義

を把握し、より実効性のある事業承継・後継者育成に取り組んでいただければ幸いです。 
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第１章 中小企業の現状と知的資産経営の必要性 

 近年における事業承継関係の調査結果から後継者育成に取り組む切り口を探ってみま

しょう。 

 

1-1 中小企業の現状 

下記の表は年代別と業種別の後継者不在率になっています。後継者不在率とは、後継

者が「いない」、または「未定」とした企業の率です。 

 

経営者の年代別に見ると、５０代から６０代にかけて不在率が大きく減少しており、

全国と青森県いずれも同様の傾向となっています。以降の年代は不在率の改善が鈍化し

ていることを考えると、５０代までの後継者育成が一つのポイントとなるようです。 

【表１】年代別後継者不在率（単位：％） 

   

 

業種別に見ると、全国平均では、建設業の不在率が高くなっています。業界での若者

離れや、建設業許可の引継ぎ要件が難しいなどの理由が推測されます。 

青森県においては、サービス業の不在率が最も高くなっています。飲食店や美容室な

ど、規模の小さい個人経営者が多い業種であることも一つの要因と考えられます。 

【表２】業種別後継者不在率（単位：％） 

   
 

全国 青森県

30代未満 91.2 100.0

30代 89.1 94.5

40代 83.2 86.2

50代 70.2 74.6

60代 47.4 41.8

70代 37.0 36.1

80代以上 29.4 40.0

平均 61.5 59.8

全国 青森県

建設 67.4 63.3

製造 53.7 50.5

卸売 59.1 59.2

小売 63.7 58.6

運輸・通信 57.6 54.0

サービス 66.5 66.1

不動産 62.8 62.5

その他 50.8 55.3

平均 61.5 59.8



 建設業とサービス業に共通する事項の一つとして、一部の例外を除き、工場や機械設

備など、目に見える大きな資産を保有していないことが挙げられます。つまり、「資産を

継承する必要がないのだから、後継者の育成は急ぐ必要はないだろう。」と事業承継自体

を問題視していない経営者も多いのではないでしょうか。 

 前述のとおり、資産は「目に見える資産」だけではありません。技術やノウハウとと

もに経営の仕組という「見えない資産」を整理し、承継していくためには、長期での取

組が必要となります。 

 

1-2 事業承継後における取組と効果 

 次に、事業承継後における取組や効果を見ていきましょう。 

 

 事業承継を受けた現経営者が承継後５年程度に実施した取組を見ると、「販路開拓」に

次いで、「経営理念の再構築」や「経営を補佐する人材の育成」が多くなっています。 

【表３】現経営者が事業承継後（5年程度）に実施した取組（単位：％） 

  
 

 事業承継を行った企業における承継後５年間の売上高成長率（同業種平均値との差分）

を見ると、事業承継の１年目から５年目まで一貫して同業種平均値を上回っており、事

業承継を実施した企業が同業種よりも高い成長率で推移していることが分かります。 

【表４】事業承継実施企業の承継後の売上高成長率（単位：％） 

  



事業承継が上手くいっている会社は、事業継続だけではなく、組織の新陳代謝も進み、

売上にも良い影響が出ていることが分かります。 

 

1-3 起こり得る問題（実際の事例） 

 事業承継が会社に対して良い影響を及ぼす一方で、実行には多くの困難を伴います。

以下は、筆者が支援している会社で実際に起きたケースです。 

 

【事例１】 

１００年近く続く従業員約１００名の製造業。長男を後継者として、先代経営者と一

緒に会社経営に関与してきたものの、承継段階で長男が会社運営に自信をなくし、急遽

取りやめとなり、別企業に勤めている次男を呼び戻した。 

【事例２】 

創業から約４０年の建設業。事業承継を進めたものの、先代経営者を支えてきた幹部

と後継者の間でコミュニケーションが上手く取れず、承継を断念。 

【事例３】 

創業１００年を超えている従業員約３０名の卸売業。６０代後半の経営者が３０代の

従業員へ承継をお願いしているが、財務的課題と営業販路開拓の方向性が見えず、承継

をためらっている。 

 

 これらの会社に共通しているのが、会社の方針や経営課題などについて、経営者と後

継者の間で情報共有が不足していることです。事業承継の第一歩は承継時期を決めるこ

とですが、自社の仕組を理解し様々な経営課題を共有した上で、解決を試みながら承継

に取り組まなければ、後継者が不安やプレッシャーに押しつぶされ、ある日突然、承継

を辞退する…というケースも想定されます。 

 

また、事例３のように、会社の財務面が事業承継の障害になるケースも多く見受けら

れます。経営者として金融機関とのお付き合いは非常に重要ですが、近年、経営者が保

証人になり担保を提供して借入する時代から、会社の事業性評価（※）と財務格付け（債

務償還年数と自己資本比率）で融資を判断する時代に移り変わっています。 

損益計算書や貸借対照表の見方などの基本的知識を身につけるとともに、冒頭で述べ

たローカルベンチマーク等の活用により、経営者と後継者が経営の現状や課題を共有し

た上で、金融機関との相互理解に努めることが必要になっています。 

（※）【事業性評価】 

金融機関が現時点での保証・担保等にとらわれず、企業訪問や経営相談等を通じて情報を収集

し、事業の内容や成長可能性などを適切に評価すること。 

  



第２章 知的資産経営の導入 

 前章においては、事業承継の効果と難しさ、承継を進める上での経営者と後継者にお

ける会社の方針や経営課題などを情報共有することの重要性を説明しました。 

 情報共有のためには、企業活動の源泉となる知的資産を経営者と後継者が共に整理す

ることが必要不可欠です。 

 この章では、知的資産を活用した経営手法である「知的資産経営」の導入と活用の手

法について説明します。 

 

2-1 実践するための３つのツール 

「知的資産」とは人材、技術、組織力、顧客とのネットワーク、ブランド等の目に見

えない資産のことで、企業の競争力の源泉となるものです。 

さらに、自社固有の知的資産を認識し、有効に組み合わせて活用していくことを通じ

て収益につなげる経営を「知的資産経営」と呼びます。 

 

この知的資産経営を行うためには、自社における知的資産の洗い出しを行うとともに、

経営計画を策定し、その資産を用いてどのような未来を描くのかを明確化する必要があ

ります。 

ここからは、それらを行うための３つのツールをご紹介します。 

 

(1)知的資産経営報告書 

 企業が有する重要な知的資産の認識・評価を行い、それらをどのように活用して企業

の価値創造につなげていくかを示す報告書です。 

(2)経営デザインシート 

企業が将来に向けて持続的に成長するために、将来の経営の基幹となる価値創造メカ

ニズム（資源を組み合わせて企業理念に適合する価値を創造する一連の仕組み）をデザ

インして在りたい姿に移行するためのシートです。 

(3)ローカルベンチマークシート 

企業の経営状態の把握、いわゆる「企業の健康診断」を行うツールです。シートを活

用し、企業の経営者と金融機関・支援機関等がコミュニケーション（対話）を行いなが

ら、企業経営の現状や課題を相互に理解することで、企業の経営改善等を目指します。 

 

2-2 ツールの使い分け 

 事業承継をはじめとする、会社で抱える経営課題の解決のためには、３つのツールは

いずれも必要となります。 

では、どのように使い分けるとよいのでしょうか。ツール活用の基礎となる「経営計

画」の期間からそれぞれの役割を考えていきましょう。 

 

 

 



(1)経営計画とツールの考え方 

経営計画には、大まかに長期・中期・短期の区分があり、まずは長期計画で会社の目

標やビジョンを設定し、その実現のために中・短期計画で具体的な行動に落とし込むと

いう流れが一般的となります。 

 ３つのツールについても、以下のとおり、それぞれの区分に対応しています。 

 

区  分 説   明 3つのツール 

長期経営計画 
経営方針や長期的なビジョン、１０年後にあり

たい姿などをまとめたもの 

知的資産経営報告書 

→自社の強みを把握し、長期

的なビジョンを描く 

中期経営計画 

長期的計画を実現するために、企業の進むべ

き方向性を定め、「今、何をなすべきか」を明

らかにすることを狙いとして策定されるもの 

経営デザインシート 

→「これまで」を把握し「これか

ら」に向かうための方策を示す 

短期経営計画 
「今を知るためのモノサシ」として、数値計画な

どを詳細に定めたもの 

ローカルベンチマーク 

→いま自社が置かれている状

況を理解し、共有する 

 

 

 

(2)どのツールを使えばよいか 

 先に述べたように、長期計画をもとに短期計画へ具体的取組を落とし込んでいくこと

が理想的ですが、相当な時間と労力が必要となります。 

 まずは、比較的作成が容易で短期計画向けの「ローカルベンチマーク」を活用し、自

社の現状を整理してみることをおすすめします。 

 短期計画向けではありますが、財務面と知的資産を中心とした非財務面の明確化が可

能であり、従業員はもとより、金融機関や取引先との情報共有ツールとして十分に機能

するはずです。 

 

 



(3)知的資産経営の標準的なステップ 

 知的資産報告書の活用を例に、知的資産経営の流れを下記に示しています。これはど

のツールを使う際にも必要な考え方です。 

 
出典：中小企業基盤整備機構「中小企業のための知的資産経営マニュアル」 

（詳しくは 24 ページを参照） 



(4)各ツールの取り組み方 

 各ツールの活用ステップは以下のとおりです。どのツールでも同じ流れですが、ロー

カルベンチマークは財務分析や業務フローの整理など、簡便で分かりやすい作業が多く、

導入が比較的容易であることがお分かりいただけると思います。 

 

 

次の章では、ローカルベンチマークの概要と活用方法を説明します。 

 

 

知的資産経営 経営デザインシート ローカルベンチマーク

自社の（強み）をしっかり
と把握し、それを活用す
ることで業績の向上に結
び付ける経営(長期的）

環境変化を見据え、自社
や事業の「これまで」の
理解に基づき「これから」
を構想（中期的）

経営者・金融機関・支援
機関が企業経営の現状
や課題を相互理解するこ
とで個別企業の経営改
善や地域活性化を目指
す（短期的）

step1
自社の強みを認識
する（知的資産の棚
卸）

過去の実績を踏まえ経
営方針を明文化。財務上
の数値と知的資産経営
等非財務的な要素の関
連付け（手法としてSWOT
分析活用）

財務分析（決算情報を入
力して財務状況を分析

step2

自社の強みがどの
ように収益に繋がる
のかをまとめる（ス
トーリー化）

経営方針を明文化する
過程で、財務上の数値と
知的資産など非財務的
な要素と関連付ける

業務フロー・商流（製品、
商品サービスを提供する
流れを整理）

経営の方針を明確
にし、管理指標を特
定する（見える化の
技術）

経営方針を実現するため
に管理指標を特定

経営全体を様々な視点
から整理

A:報告書にまとめる
（見せる化の技術）

報告書作成。開示可能
なものを経営方針の文脈
と併せて示す

1枚で全体を俯瞰
各stepを1枚のシートにま
とめる

B:知的資産経営の
実践

管理指標を社内に徹底、
PDCAマネジメントサイク
ル実践

step4
ステークホルダーへ
の開示

「知的資産経営報告書を
財務数値とともにステー
クホルダーに開示

目的

区分

ツールを用いて
・思考を整理し、将来像を
明確にする
・社内外との対話を行う
→目指す方向性を共有し
焦点を絞って議論するこ
とでステークホルダーの
自社に対する理解が深
まる

・会社の強みの把握
・従業員による会社の戦
略の理解
・外部に強みを説明する
・人材確保のツールに用
いる
・後継者に会社の全容を
伝える

環境変化に耐え抜き持
続的成長をするために、
自社や事業の①存在意
義を意識したうえで、②
「これまで」を把握し、③
長期的な視点で「これか
ら」の在りたい姿を構想
する。④それに向けて今
から何をすべきか戦略を
策定する（手法として
SWOT分析活用）

step3



第３章 ローカルベンチマークの導入 

3-1 知的資産経営の入口「ローカルベンチマーク」 

 金融機関が、融資先企業との対話よりも、経営者等の資産査定に集中してしまい、企

業の育成・発展を通じて地域経済の活性化に貢献するといった金融機関本来の役割が弱

くなってしまったことを受け、2017 年 12 月、その要因となった「金融検査マニュアル」

を廃止し、これまでの融資姿勢を改めることになりました。 

以降、金融機関は企業との対話を重視しており、その対話の際に用いられるものが

「ローカルベンチマーク」です。 

ローカルベンチマーク、通称「ロカベン」は経営者、従業員、金融機関などの関係者

が対話するために用いられるツールとしての位置づけになっています。 

 

3-2 ローカルベンチマークの内容 

企業の健康診断ツールでもあるローカルベンチマークの記載内容は以下のとおりです。

エクセルファイルに必要事項を入力するもので、シートは「財務分析」、「商流・業務フ

ロー」、「４つの視点」の３つに分かれています。 

 

【財務分析（※）】 

 

（※）上記は入力後の分析結果であり、入力シートは１５ページに記載しています。 

 

 

出典：経済産業省「ローカルベンチマークホームページ」 



【商流・業務フロー】 

 
 

【４つの視点】 

 
 

出典：経済産業省「ローカルベンチマークホームページ」 

出典：経済産業省「ローカルベンチマークホームページ」 



3-3 ローカルベンチマークの果たす役割 

(1)事業性評価で自社を知ってもらうために 

金融機関は標準化されたツールで企業の経営状態を把握し、早期の改善支援につなげ

ていくことができます。ローカルベンチマークは、将来キャッシュフローの源を非財務

情報で捉えるところが最大の特徴です。 

金融機関が企業の事業内容や成長可能性までを適切に評価し、融資や助言を行い企業

や産業の成長を支援することを「事業性評価」と言います。経営者が保証人になり、担

保提供をして金融機関から融資を受ける時代は終わったと言っても過言ではありません。 

今後、企業自らがローカルベンチマークを作成し、金融機関に対して事業内容を知っ

てもらう取組みが必要です。 

 

(2)ステークホルダーと情報共有するために 

 ローカルベンチマークを用いて対話できるのは金融機関だけではありません。従業

員・顧客・取引先のほか、行政機関や商工会議所など、会社を取り巻く様々な利害関係

者（ステークホルダー）と情報共有し、自社を知ってもらうことが可能です。例えば、

ローカルベンチマークを顧客に開示することで、顧客側は目には見えなかった会社の強

み等を理解できるので、価格交渉になりがちな現状から脱却できるかもしれません。 

 また、事業承継における後継者もステークホルダーの一人です。ローカルベンチマー

クを後継者とともに作成することにより、自社のビジョンや課題を含めた会社の全容を

伝えることができ、円滑な事業承継の一助となります。 

 

(3)経営者自身の「気づき」のために 

 自社の財務面と非財務面、全てを把握している経営者は少ないのではないでしょうか。

ローカルベンチマークにより、現状を整理し課題を明確化することで、経営者は新たな

「気づき」を得ることができます。この気づきは、経営改善や新事業展開の源泉となる

ことでしょう。 

 

ローカルベンチマークが「知的資産経営の入口」と言われる理由が理解できたでしょ

うか。それでは作成に取り組んでみましょう。次の章では、作成の流れをご紹介します。 

【参考】～変革する金融機関～ 

金融庁は 2017 年 12 月金融検査マニュアルを廃止しました。廃止以前の金融機関は「不

良債権と資本の最低基準に抵触していないか」という後始末型の基準を重要視していました

が、同マニュアルの廃止により「融資先企業の将来的なキャッシュフローを改善させる金融

仲介機能を発揮しているか」という予防型の能力が求められるようになりました。 

金融機関がこの機能を発揮するためには、企業との「対話」が必要です。そこで設けられ

たツールがローカルベンチマークとなります。金融機関はこのツールをもとに企業と対話し、

経営改善やビジネスモデルの転換などを二人三脚で目指します。 



3-4 ローカルベンチマークの作成 

 これまで説明してきたように、知的資産経営は企業経営の課題解決や事業承継に大い

に役立つものです。その入り口であるローカルベンチマークの作成に取り組んでみまし

ょう。これまで、認定支援機関として様々な業種のロカベン活用に取り組んできた経験

から、作成のポイントをお伝えします。 

 

(1)一人で作るか誰かと作るか 

ローカルベンチマークは、３つのシートに会社の情報を記入することで、経営状態や

自社の強みなどを把握することができるツールです。記入は経営者一人でもできますが、

従業員と一緒に取り組めば、社内での情報共有が図られ、経営者自身も気づきを得るこ

とができるので、より効果的と言えるでしょう。 

また、社内だけで作成する自信がない場合は、商工会などの支援機関や金融機関を交

えてやる方法もあります。まずは相談してみましょう。 

 

(2)作成の準備 

 ①ローカルベンチマークシート 

シートは下記の HPからダウンロードできます。 

 「経済産業省：ローカルベンチマークホームページ」 

https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/sangyokinyu/locaben/ 

 

 ②マニュアル 

  作成や活用にあたり、下記のマニュアルをダウンロードしておくと便利です。 

「（企業向け）ローカルベンチマークの活用に向けて（PDF形式の説明書）」 

https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/sangyokinyu/locaben/pdf/kigyo.pdf  

 

 ③決算書（３期分） 

  財務面を入力する際に必要となります。 

 

 ④ミラサポ plusへの登録 

登録しない場合でも作成はできますが、登録後、マイページ上にローカルベンチマー

クの項目があり、自社の経営状況を入力・管理することが可能になっています。大変便

利なので活用をおすすめします 

「経済産業省：ミラサポ plusホームページ」 

https://mirasapo-plus.go.jp/ 

 

 

 

 

 



(3)シート別の作成手順 

入力シートは「財務分析」、「商流・業務フロー」、「4 つの視点（非財務面）」３つで構

成されています 

①財務分析 

 

 

ア 債務償還年数（１０年以内が望ましい） 

債務償還年数(ｱ)＝（有利子負債合計(ｲ)－正常運転資金(ｳ)）/キャッシュフロー(ｴ) 

イ 有利子負債 

有利子負債とは「返済義務のある借入金や社債」のことを言います。 

有利子負債＝短期借入金+長期借入金+社債 

なお、この借入金に役員借入金は通常含めません。 

ウ 正常運転資金 

正常運転資金＝売掛金+受取手形+在庫-買掛金-支払手形 

エ キャシュフロー 

キャッシュフロー＝「利益（営業利益、経常利益、税引後当期利益）＋減価償却費」 

が簡易キャッシュフローとして良く利用されます。 

返済原資としてのキャッシュフローは  

経常利益×（１－税率）+減価償却費となります。 

以下項目の黄色い網掛け部分について入力してください。

■基本入力情報 ※金額の単位は千円、従業員数の単位は人 ■算出結果

算出結果 点数 算出結果 点数 算出結果 点数

7.8% 3 -2.4% 2 -1.2% 2

0.3% 2 -0.3% 2 0.0% 2

500(千円) 3 -393(千円) 2 0(千円) 2

-0.1(倍) 5 61.2(倍) 1 - 1

⑤営業運転資本回転期間 0.8(ヶ月) 2 2.8(ヶ月) 1 1.1(ヶ月) 2

最新決算期 前期決算期 前々期決算期 35.4% 3 2.1% 2 24.2% 3

30 39 30

資本金　　　　※2 10,000

■中規模事業者_1301_観光業_企業のランク基準

指標 ⅳ ⅲ ⅱ ⅰ

①売上増加率 -4.8% 0.9% 8.1% 20.0%

②営業利益率 -2.5% 1.1% 5.4% 9.8%

 　コピー＆ペーストして下さい。 ③労働生産性 -732(千円) 239(千円) 1,455(千円) 3,617(千円)

④EBITDA有利子負債倍率 18.2(倍) 9.4(倍) 3.4(倍) 0.8(倍)

⑤営業運転資本回転期間 1.5(ヶ月) 0.8(ヶ月) 0.2(ヶ月) -0.3(ヶ月)

※上表の       欄が空欄になると事業規模が判定できないため、必ず入力して下さい。 ⑥自己資本比率 -6.3% 12.0% 36.5% 56.2%

■財務分析用入力情報 ※金額の単位は千円 ■算出指標

分類 単位

最新決算期 前期決算期 前々期決算期 売上持続性 ％ （最新期売上高/前期売上高）－１

決算年月 2017年3月 2016年3月 2015年3月 収益性 ％ 営業利益／最新期売上高

5,130,250 4,756,859 4,871,515 生産性 千円 営業利益／従業員数

前期売上高 4,756,859 4,871,515 4,932,102 健全性 倍 （借入金－現金・預金）／（営業利益＋減価償却費）　※9

営業利益 15,000 -15,320 0 効率性 ヶ月 {売上債権（売掛金＋受取手形）＋棚卸資産－

減価償却費　※4 0 18,340 0 買入債務（買掛金＋支払手形）}／（売上高／１２）

現金・預金 1,000 465,301 474,607 安全性 ％ 純資産／負債・純資産合計

受取手形　　 ※5 270,760 259,930 228,738

売掛金　　 456,500 944,198 566,895

棚卸資産 439,285 621,714 371,108

負債合計 1,668,387 3,201,652 2,409,453

支払手形　　 ※6 463,324 444,791 391,416

買掛金 373,206 258,278 315,284

借入金 　　 　※7 0 650,120 970,130

純資産合計 912,793 70,281 771,128

1301_観光業

業種確認ボタン

ローカルベンチマーク23業種_小分類 

13_観光業ローカルベンチマーク23業種_大分類 

売上高

項目
入力欄

※プルダウンメニューが利用できない場合は「業種シート」から 該当する日本標準分類を

従業員数（正社員）※1

事業規模　※3 中規模事業者

入力欄

株式会社○○

東京都○○

○○　○○

項目

商号

所在地

代表者名

2017年3月 2016年3月

⑥自己資本比率

指標

2015年3月

①売上増加率

②営業利益率

③労働生産性 ※8

④EBITDA有利子負債倍率 ※9

算出式

③労働生産性　※8

⑥自己資本比率

⑤営業運転資本回転期間

指標

④EBITDA有利子負債倍率　※9

①売上増加率

②営業利益率

このボタンを押すと【業種シート】が確認できます

財務分析シートは決算数値を入力するだけなので説明を

割愛し、入力結果として表示される指標を説明します。 

自社の経営状態が、同業種の企業と比べてどのような位

置にあるのかを点数化しチャートで表示したもので、一

般的な経営診断ツールです。格付けが廃止されても、財

務に対する金融機関の目線は変わりませんので、以下の

数値を念頭に未来のビジョンを描きましょう。 

出典：経済産業省「ローカルベンチマークホームページ」 

出典：経済産業省 
「ローカルベンチマーク 
ホームページ」 



②「商流・業務フロー」 

業務フローについては、実施内容と差別化ポイントを記載し、商流は取引先との取引

理由を整理し、どのような流れで顧客価値が生まれているかを記載します。 

 

業務の流れを、５つのプロセスに分けることが必要となります。 

ミラサポ plusのホームページでは、次のように業種別業務フローを提案しています。 

 

 

プロセスごとに競合相手との差別化ポイントを見つけることがコツです。また商流

（取引の流れ）では「なぜその仕入先なのか」、「なぜ顧客から選ばれているのか」を考

え、取引関係が成立している理由を記載します。 

 

 

出典：経済産業省 
「ローカルベンチマーク参考
ツール利用マニュアル」 

出典：経済産業省「ミラサポ plusホームページ」 



③「４つの視点」（非財務面） 

経営者、事業、企業を取り巻く環境・関係者、内部体制という４つの視点で企業の現

状を整理します。 

４つの視点に基づく非財務情報について具体的に記載し、総括として、現状認識と将

来目標を明らかにし、課題と対応策を記載します。 

 

 

下段の４項目については、ロカベンの財務分析と非財務（業務フロー・商流・4 つの視

点）の記載内容から、企業の「現状認識」について一つのストーリーになるように整理

し、次に「将来目標」を設定し、現状と目標のギャップを埋めるための「課題」と課題

解決のための「対応策」を記載します。  

特に「課題」は、ローカルベンチマークの最重要項目です。下記図のイメージを参考

に、上段の「現状認識」と「将来目標」の項目を丁寧に記載し、双方の間にあるギャッ

プ（問題）を導き出し、ギャップを埋めるためにやるべきこと（課題）を考えましょう。 

    

TO Be
(あるべき理想の姿）

ギャップ
(問題）

As iS
(現状）

課題
(ギャップを埋めるために

やるべきこと）

出典：経済産業省「ローカルベンチマーク参考ツール利用マニュアル」 



3-5 ローカルベンチマークの活用事例 

ローカルベンチマークシートの作成は、あくまで知的資産経営の第１歩です。後継者

や金融機関と対話するためのツールとして用いるためには、課題解決のための対応策を

実践しなければなりません。 

課題解決のための対応策実践のためは、「現状認識」と「将来目標」のギャップを埋め

るため「課題」をどのようにしたら解決できるか？という戦略を考えることが必要です。

そして、その取り組みを実行しなければ無ければ、絵にかいた餅に終わってしまいます。 

 

経済産業省がローカルベンチマークを紹介しているホームページの中に事例集があり

ます。作成後、対話をどのように進め経営に生かしているかよくわかります。その事例

の一つを①活用前、②ローカルベンチマークで発見、③実施した対応策、④効果に区分

して整理してみましょう。 

（参考ＵＲＬ）「経済産業省：ローカルベンチマーク事例集」 

https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/sangyokinyu/locaben/jirei.html 

 

【事例】Ａ社 

小売業（釣り具店）、資本金１千万円、従業員４名 

活用分類：事業承継、経営計画策定、内部管理体制 

 

 対象企業は、家族経営の釣具店です。メインは小売ですが、後継者が開発したオリジ

ナル商品を販売することにより、売上を伸ばしてきました。一方で、後継者の業務は多

忙を極め、経営者とのコミュニケーションや顧客・取引先への対応が手薄になるという

弊害が生じており、一時期は商品開発の取りやめも検討したそうです。 

 そのような中、ローカルベンチマークを活用し自社の課題を抽出した結果、後継者が

インターネット販売の対応に忙殺されており、他の業務まで手が回らないという事実が

判明しました。 

そこで、従業員（家族）全員で協力してネットの受注・配送業務に取り組んだ結果、

後継者に時間的余裕が生まれ、顧客等とコミュニケーションを図ることにより新たな商

品が生まれる等の好循環が生まれました。 

また、経営者と後継者のコミュニケーション体制の構築と並行して経営計画を作成し、

従業員と共有することにより、社員一丸となった協力体制が実現できたのです。 

活用前 ロカベンで発見 対応策 効果

財務
・ネット販売による売上
増

顧客
・市場の縮小
・オリジナル商品の展開

業務
・店舗販売
・ネット通販
・商品開発

人・
組織

・経営者と後継者の考え
方の違い
・多忙な後継者

（強み）
・情報発信力＆開発力のあるス
タッフ
・データベース化による商品開発

(課題）
・インターネット対応できるスタッフ
の不足
・後継者多忙による顧客や取引先
とのコミュニケーション不足
・経営者及び後継者相互の経営
に対する理解不足

・オリジナル商品の開発強化
・後継者の業務負荷軽減(通信販
売受注発送業務の見直し)。
・経営者と後継者のコミュニケー
ション機会の構築
・経営計画作成

・従業員（家族）全員体制での
ネット受発注
・ネット対応業務が減少した後
継者による更なる商品開発
・顧客や取引先とのコミュニケー
ション改善
・経営情報の共有化による経営
者と後継者のギャップ改善
・従業員（家族）が取り組むべき
事項を理解

出典：経済産業省「ローカルベンチマーク事例集」 



第４章 知的資産経営のマネジメント 

知的資産の第１歩はローカルベンチマークの作成、２歩目は対応策の実践。ここから

は３歩目の「マネジメント」について説明します。 

ローカルベンチマークで財務や非財務の課題が明確になっても、どのようなやり方

（戦略）で実行するのかを行動計画に落とし込まなければ有効に実践できません。マネ

ジメントは、英単語を直訳すると「管理」、つまり課題解決のために行うべき取組が実践

されているか、実践されている取組が上手くいっているかを管理（マネジメント）する

必要があります。 

ここではバランス・スコアカード（ＢＳＣ）を用いた知的資産経営のマネジメントに

ついて述べます。 

 

4-1 バランス・スコアカードとは 

 バランス・スコアカード、通称ＢＳＣは、１９９２年にアメリカのビジネス誌である

ハーバード・ビジネスレビューにロバート・Ｓ・キャプラン教授とコンサルタントのデ

ビット・Ｐ・ノートンによって論文として発表されたのがそもそもの発端です。最初は

「短期的な財務」と「長期的な非財務」の業績を評価するシステムでしたが、組織の戦

略を実行するためのシステムに進化しています。 

(1)戦略マネジメント・システムとしてのＢＳＣ 

ＢＳＣは組織を継続的に改善するための戦略マネジメント・システムです。下記の図

のように、バランスをとりながら戦略を実行することを促します。 

 

 

重要なのは実践して終わり、ではなく「計画（ＰＬＡＮ）」→「実行（ＤＯ）」→「評

価（ＣＨＥＣＫ）」→「改善（ＡＣＴＩＯＮ）」のサイクルを常に回し続けることが重要

です。これをＰＤＣＡサイクルと呼びます。 

 

 



(2)戦略の見える化（戦略マップ） 

ＢＳＣが優れているのは、戦略がストーリーとしてつながっているかを検証する戦略

マップがあることです。顧客が求める商品やサービスを提供しても収益が確保できなけ

れば意味がありません。戦略マップは、財務の結果を出すために非財務（顧客・業務・

人と組織）の戦略が因果関係でつながっているかを検証する機能があります。 

  

ＢＳＣでは「視点」という意味を「相手の視点に立つ」という意味で使っています。

顧客の視点とは「顧客の立場に立つ」ということです。ローカルベンチマークで作成し

た課題解決のための対応策は、相手の視点に立ったものになっているでしょうか。 

 

(3)戦略と実行、評価の連携 

  戦略の実行には、定義（言葉の意味）、測定、管理の３つの要素が必要です。数値で

測定しなければ管理できません。この基準を狭義のＢＳＣと言います。戦略を実行す

るための行動の基準になります。 

  

ローカルベンチマークには、に KPI（Key Performance indicator日本語に訳すと重要

業績評価指標）という言葉が出てきます。戦略マップはそれを具体的に示したものです。 



4-2 ＢＳＣ活用事例 

 コロナ禍でもＢＳＣを活用し経営理念やビジョンを社員と共有している企業の事例を

紹介します。 

【事例１】飲食業 

 ①企業概要 

業歴：20年以上 従業員数：80名以上 年間売上：約４億円 ＢＳＣ導入歴：５年 

 ②ＢＳＣ導入前の課題 

各店の味・量のバラつき、店舗間の情報共有不足、大量の紙資料による会議 

 ③ＢＳＣ導入後（経営者と社員の関係はどのように変わったか） 

  ・クラウド使用による会議で紙資料の削減 ・店舗間・店長間の情報共有が改善 

・各店の味・量の均一化の実現 ・経営理念の浸透 

   

   

2018年導入当初の戦略マップ

ムリせず少しずつ管理する戦略目標とKPIを増やしていった

財務

9.67

顧客

業務

人材

Aグループ：目標売

上達成度11.48

Aグループ：FLコス

ト

Bグループ：目標売

上達成度7.12
Bグループ：FLコス

ト10.4

Aグループ：QSC

レベルの維持

Bグループ：QSC

レベルの維持

Aグループ：魅力あ

る店舗づくり
Aグループ：今月の

目標実行度

Aグループ：人材募

集・人材育成

Bグループ：今月の

目標実行度

Bグループ：魅力あ

る店舗づくり

Bグループ：人材募

集・人材育成

2021年の戦略マップ

導入から3年経ち、戦略目標の基本は変えず、管理するKPIを徐々に増やした。店舗も増えた。

財務

8.12

顧客

8

業務

7.07

人材

13.97

Aグループ：目標売

上達成度7.97

Aグループ：FLコス

ト14.57

Bグループ：目標売

上達成度
Bグループ：FLコス

ト

Aグループ：QSC

レベルの維持8.8

Bグループ：QSC

レベルの維持

Cグループ：目標売

上達成度0
Cグループ：FLコス

ト

Cグループ：QSC

レベルの維持10

Aグループ：魅力あ

る店舗づくり

Aグループ：組織

力・コミュニケー

ションの強化

Bグループ：組織力・

コミュニケーションの

強化

Aグループ：今月の

目標実行度8.27

Bグループ：魅力あ

る店舗づくり8

Bグループ：今月の

目標実行度

Cグループ：今月の

目標実行度6

Aグループ：人材募

集・人材育成15
Bグループ：人材募

集・人材育成15

Cグループ：人材募

集・人材育成11.9

緑→うまくいっている 黄色→許容範囲 赤→頑張りが必要 白→取組内容が未定 



【事例２】ペットショップ 

 ①企業概要： 

業歴：３０年以上 従業員数：１１人 年間売上：約６千万円 ＢＳＣ導入歴７年 

 ②ＢＳＣ導入前の課題 

売上の伸び悩み、積極性がない従業員、店舗間の情報共有不足 

 ③ＢＳＣ導入後（経営者と社員の関係はどのように変わったか） 

  ・目標の振り返りの充実 ・退職者が減り人材が定着 

・従業員のスキルが向上による生産性改善 ・売上増 

・従業員から積極的な改善提案が出るように 

・店舗間の情報共有が進み業務効率が改善 

   

   

2017年導入当初の戦略マップ

財務

結果が

表れる

7.79

顧客

お客様に

選んでも

らうには

12.5

業務

仕事のや

り方を改

善する

4

人材

人財の視

点を勉強

し、人財

育成する

6

D店：目標売上の達

成8.07

E店：目標売上の達

成7.5

D店：来店客

数を増やす

D店：SNSの

活用

E店：来店客

数を増やす

E店：SNSの

活用

E店：5Sの充実

度 E店：顧客関係性

の向上

D店：会社と共に個

人も成長する

E店：店舗間で情報

共有して連携する

E店：会社と共に個

人も成長する

D店：トリミングを

強化する11

E店：トリミング

を強化する14

D店：顧客関係

性の向上10

D店：店舗間で情報

共有して連携する6

D店：5Sの充実

度6

D店：生産性を

上げる0
E店：生産性を

上げる0

2021年の戦略マップ

振り返りが習慣化し、年々進化して結果も出て、戦略目標がほぼ緑に変わった。

財務

結果が

表れる

12.68

顧客

お客様に

選んでも

らうには

10.69

業務

仕事のや

り方を改

善する

10

人材

人財の視

点を勉強

し、人財

育成する

10

D店：目標売上の達

成10.35

D店：来客数を増や

す12.5

D店：トリミングを

強化する10

E店：トリミングを

強化する10

D店：5Sの充実度

10

E店：店舗間で情報

共有して連携する10

D店：生産性を上げ

る

E店：生産性を上げ

る

E店：5Sの充実度

D店：SNSの活用

E店：来客数を増や

す

E店：SNSの活用

D店：店舗間で情報

共有して連携する

E店：目標売上の達

成14.99



【事例３】建設業 

 ①企業概要： 

業歴：３０年以上 従業員数：１０人 年間売上：約３億円 ＢＳＣ導入歴：３年 

 ②ＢＳＣ導入前の課題 

トップダウンが強い組織で結果重視であったため、会議では報告が中心。提案や意見

交換できない雰囲気があった。 

 ③ＢＳＣ導入後（経営者と社員の関係はどのように変わったか） 

各取組に担当をつけたところ 

・各々の役割が明確化 ・結果に加えプロセスも重視する体制に 

・トップダウンとボトムアップのバランスが改善 

・経営者と従業員、従業員同士が意見を言い合える会議に変化 

・ＳＤＧsを取り入れた戦略マップが浸透し地域や社会への貢献の意識が高まる 

    

    

2019年導入当初の戦略マップ

人材

10.01

財務

7.1

顧客

5

業務

7.5

総売上X以上7.1 粗利平均X％以上

XX受け継がれる家

づくり
粗利の確保。見積も

りの精度を上げる

権限移譲を進め

る

社員のスキルアッ

プ・資格取得の奨励

青森でF建設の

知名度アップ5

情報発信力の強化

7.5

IT人材育成・若手の

育成10

グループLINEの活

用で社内連携10
会議のやり方改善

10

働き方改革の推

進

2021年の戦略マップ

事業承継のタイミングでBSCに取り組み、SDGsを組み入れた戦略目標を設定し、毎月振り返りをしている。

財務

7.21

顧客

5.55

業務

12.46

人材

4.2

⑧⑰総売上X億以上

7.5

⑧⑫⑰粗利平均X％

以上6.92

⑤男女スタッフが共に

活躍できる環境の形成

⑧XXの視点を取り入

れた働きやすい環境

の創造15

①③建設コストを

抑えた省エネ・高

断熱高気密住宅の

建設15

⑧⑫粗利の確保。見積

もりの精度向上15

⑪⑰新XX仕組みづく

り アフター徹底10
⑨⑪⑫XX化させて

地域へ貢献6.66

⑩XXも利用しや

すい住宅建設0

⑫国産材の採用に

よる森林保全2.78

④⑤⑧社員の資格

取得の推奨2.6

④若手採用＋・人材

育成・インターン

シップの活用0

⑫⑰グループLINE

で連携・在庫管理

⑧情報発信力の

強化10.28

⑪施工品質の向上

15

⑩XX雇用の推進



 事例に共通しているのは、導入間もない段階では白の部分（戦略目標を決めても具体

的に何をやればいいかわからなかった）が多かったマップですが、ＢＳＣの運用を継続

するにつれて赤、黄、緑の色付き部分が増えていることです。つまり、戦略目標を実行

するための行動基準が明確になってきたことを示しています。 

事例企業は、毎月財務の結果と行動の記録を会議で振り返る（ＰＤＣＡサイクルを回

すとも言います。）ことを習慣にしています。そのためにＢＳＣを活用し、組織（チーム）

全体の戦略実行状況を可視化することで、行動が結果につながっているのです。 

 

 

【参考】～ＳＷＯＴ分析とは～ 

９ページの知的資産経営の標準的なステップの１歩目「自社の強みを認識する」ツールと

して、ＳＷＯＴ分析の手法を示していますが、どのようなものでしょうか。 

 

中小企業基盤整備機構「中小企業のための知的資産経営マニュアル」によると、ＳＷＯＴ

分析とは、「企業の強み（Strength）、弱み（Weakness）、機会（Opportunity）、脅威（Threat）に

ついて分析し、全体的な評価を行う手法のことで、強みと弱みは主として企業の内部要因を

分析（内部環境分析）、機会と脅威は同様に企業の外部要因の分析（外部環境分析）を行う

もので、自社の現状を認識する為に効果的な分析手法」となっています。 

 

SWOT分析のイメージ（出典：ミラサポ plusホームページ） 

 

 

 外部環境である「機会」や「脅威」は、法律の改正や政治動向、人口動態や生活スタイルか

ら、扱う製品・商品の市場規模など、自社を取り巻く環境について記入します。 

 対して、内部環境である「強み」や「弱み」は、自社が持つものであり、特に「強み」に関して

は、経営者自身で導き出すことが難しいケースが多いようです。 

 そのような時は「顧客の視点で考える」ことや、「同業他社と比較して考える」ことで自社を

客観的に分析しやすくなります。また、従業員を交えて議論すると、経営者自身が気づいて

いなかった自社の内部が見えてくるかもしれません。 

  

ＳＷＯＴ分析については、以下のホームページで分かりやすく説明しています。 

～ミラサポ plusホームページ「マンガで分かる、SWOT分析」～ 

    https://mirasapo-plus.go.jp/hint/16748/ 



第５章 まとめ 

5-1 会社を継続させるために 

 この戦略的経営展開マニュアルは、中小企業の「知的資産経営」と「事業承継・後継

者育成」の関係を念頭に記載しています。事業承継を成功に導くため、知的資産経営や

経営計画ではカバーできない以下の項目にも留意が必要です。 

 

(1)後継者に会社の支配権を確実に渡す 

会社の支配権＝自社株の保有です。オーナーは自社株を保有しているからこそ、自社

を所有し、支配することができます。代表取締役だから会社を支配できるわけではあり

ません。株式を渡す時期を明確にしましょう。 

 

(2)全てを満足させるような事業承継は不可能。優先順位を考える 

「自社株対策だけ」「節税対策だけ」ということでは安定した事業承継になりません。

会社と個人のバランスを考え優先順位を決め、実行することが大切です。 

 

(3)時間軸を持つ 

無理のない事業承継のためには１０年という長期的な取組が必要です。事業承継計画

作成の必要性もそこにあります。 

 

(4)支援機関へ相談する 

 今回ご紹介したローカルベンチマークとバランス・スコアカードは、記入項目が簡素

で比較的容易に導入できるツールではありますが、日々多忙な業務の中で、経営者や会

社の従業員だけで作成作業を進め、課題解決の取組を実践することは簡単なことではあ

りません。そのような場合、県内企業の支援組織である「２１あおもり産業総合支援セ

ンター」をはじめとする支援機関へご相談することをおすすめします。相談は無料です。 

公益財団法人 21あおもり産業総合支援センター 

住所 青森市新町２丁目４−１ 

電話 ０１７－７７７－４０６６（代表） 

ホームページ https://www.21aomori.or.jp/ 

 

5-2 「絵にかいた餅」で終わらせないために 

 知的資産経営報告書、経営デザインシート、ローカルベンチマークという３つのツー

ルは相互につながりがあります。このマニュアルでは、経営デザインシートと知的資産

経営報告書を「中・長期経営計画」、ローカルベンチマークを「短期経営計画」と結びつ

けて考えています。 

 中小企業庁は「事業承継ガイドライン」で事業承継の構成要素を次のように示してい

ます。 



  

 

事業承継を進めるためには、３つのツールが必要ですが、３つのツールすべて一度に

取り組む必要はありません。このマニュアルでは、比較的容易に導入が可能なローカル

ベンチマークを中心に説明しましたが、会社の状況に応じ、何から始めるかご自身で

「選択」することをおすすめします。共通する目的は、中小企業の経営課題である「人

材確保（育成）」「営業販路開拓」「財務」の問題解決を図ることです。 

 

また、短期経営計画（ローカルベンチマーク）の実行力を高めるマネジメントツール

としてＢＳＣを紹介しましたが、可視化したことが絵に描いた餅に終わらないよう、自

社に最適なツール（ＩＴ活用等）を使い従業員が一丸となって「実行」することが大切

です。 

 

 今回、詳しく説明はしていませんが、ローカルベンチマークで手ごたえを掴んだ方は、

ぜひ経営デザインシートと知的資産経営報告書にもチャレンジしてみてください。様式

や作成方法は以下のホームページで見ることができます。 

 

【経営デザインシート】 

 首相官邸ホームページ「経営をデザインする（知財のビジネス価値評価）」 

 https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/keiei_design/index.html 

 

【知的資産経営報告書】 

 経済産業省ホームページ「知的資産経営ポータル」 

https://www.meti.go.jp/policy/intellectual_assets/index.html 

出典：中小企業庁「事業承継ガイドライン」 



（参考資料等） 

○帝国データバンク「2021年後継者不在率動向調査」 

○中小企業庁「2021 年中小企業白書」 

○中小企業基盤整備機構「中小企業のための知的資産経営マニュアル」 

○経済産業省「ローカルベンチマーク参考ツール利用マニュアル」 

○経済産業省「ローカルベンチマーク活用事例集」 

○森下勉「“流れ”の整理だけで会社が良くなる魔法の手順知的資産経営のすすめ」 

（西日本出版社） 

○森俊彦「地域金融の未来～金融機関・経営者・認定支援機関による価値創造～」  

（中央経済社） 

○中野明「バランス・スコアカード実践ワークブック」（秀和システム） 
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